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1．はじめに｛1コ

　日本企業における人材開発は，従来，ジョブ・ローテーションによる現場で

の仕事経験の蓄積を中心に行なわれてきた（巳g小池，2005）。ところが，こ

のような育成方法に対する典型的な批判として，第一に，専門経営者の育成が

不十分との指摘がある（三晶，2002；延岡，2002）。専門経営者の育成に対して

も，仕事経験の重要性が主張されており（金井，2002；金井・古野，2001；

M．g仏1998），企業が意図的に専門経営者の育成につながる経験を与えること

で専門経営者を育成するという，キャリアを通じた戦略的な人材開発が実践さ

れつつある（金井他，2003；守島，2002）。

　第二の批半1」として，企業主体の人材開発への批判がある（・苦八代，1998）。

これに関連して，キャリア論では，キャリア開発の主体を企業から個人ヘジフ

トすべきという，キャリア自律の主張がなされている（高橋，2003；W・t・㎜舳

・t・1．，1994）。この主張に基づくキャりア自律の促進もまた，日本企業の人材

マネジメントにおいて実施されつつある。

　しかし，キャリア自律促進と企業主体の人材開発は，一般に対立する概念で

あるため，これらを同時に実行することは，人材開発における人材マネジメン

ト施策問の内的整合性を損ない，有効性を低めあう負の相互作用が生じる可能

性がある。そこで本稿では，企業主体に行なわれる戦略的な人材開発とキャリ

ア自律促進との間の相互作用に主な焦点をあて，質問票データをもとにその検

証を行うこととする。

2．先行研究

2－1．戦略的な人材開発
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　日本企業の人材開発は，キャリアを通じた横方向での仕事の広がりを中心に

行われてきたことが明らかにされてきた（。＝g．小池，2005）。現場の仕事を次々

に担当していく中で，仕事の「幅」や「深さ」が次第に拡大する。これらの横

方向での多様な仕事経験を通じて，専門分野における従業員の広範な能力開発

が行われる。それゆえ横方向の仕事の広がりを中心にした日本企業の人材開発

は，従業員の幅広い能力を開発する上で優れた方法であると考えられている

（e．g．小池，2005）。

　だが，このような人材開発に対する問題指摘もなされている。その典型的な

ものは，専門経営者の育成が不十分であるという指摘である（三品，2002；延

岡，2002）。従来の・日本企業の人材開発では，横方向・の広がりがまず優先され，

昇進・昇格といった高さ方向の仕事の広がりが後回しにされるという「遅い昇

進」により，マネジャーを早期に育成しにくい欠点がある（小池，2005）。ま

た，ホワイトカラーに対する人材育成目標が曖昧である点も原因の一つとして

あげ．られている（守島，2002）。このような問題指摘に対する一つの解決策は，

企業の人材開発をより戦略的に行うことである。

　戦略的に人材開発を行う方法に，キャリアの発達段階での必要能力に注目す

る方法がある（守島，2002；B・・d・tt＆Gho・h・1；1997；K・t・，ユ974）。キャリアに

はいくつかの発達段階がある（e．g．Supe・，1957）。各発達段階には・特有の役

割課題とそれをこなすための必要能力があ一る。例えば，キャリア初期は業務遂

行能力・スキルが重要であるのに対して，キャリア中期には次第にリーダーと

しての能力が必要とされるようになり，キャリア後期には組織にビジョンを提

示する能力が求められるようになる（守島，2002）。

　キャリア発達段階に注目することで，各発達段階での必要能力が明確になり，

それを付与するための人材育成施策との関連付けを具体的に検討することが容

易になる・教科書などで一般的に紹介される，O］T，O阿丁，自己啓発の3施

策（。、g．今野・佐藤，2001）に加えて，強い関心が近年もたれているリーダー

開発を加えた4施策と，各段階での必要能力との関係を守島（2002）を参考に

しながら検討してみよう。キャリア初期で必要とされる業務遂行能力やスキル

の開発には，新入社員研修等のOfりTによる知識付与や，担当職務に関する

能力育成施策として一般的なO］Tが有効になるであろう。キャリア中期では，

専門能力に加えてリーダーとしての能力が求められる。専門能力の開発は，引
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き続きOJTによって開発されるのに対し，リーダーとしての能力開発は，そ

のための施策であるリーダー開発施策が適当となろう。キャリア後期では，リー

ダーとしての能力が一層求められることになるため，リーダー開発施策が重要

になるであろう。以上の議論から，次の仮説が導出される。

仮説1：キャリア発達段階での能力変化に適合した人材育成を行うことで，

　　　　人材開発の有効性が高まる。

2－2．キャリア自律の促進

　戦略的な人材開発は，人材開発の主体が企業であるという点において，従来

の日本企業の人材開発と同一方向にある。これに対して，企業主導の人材育成

の限界を指摘し，個人主体の人材開発ヘジフトすべきとの主張も行なわれてい

る（・．g．八代，！998；高橋，2003）。この背景として，第一には，人材の異質性

が高まっていることがあ孔キャリア論においても，キャリア志向性が企業外

の専門家集団にあるコスモポリンダン（Gouldner，ユ956）等の存在や，職務や

組織，産業の壁を越えるバウンダリーレスキャリアといった概念も登場してい

る（A・thur，1994）。これらの志向性の違いや，キャリアのあり方の違いに着目

してマネジメントを再構築すべきことが主張されている（。．g．高橋，2003X

　第二には，職業人生における生き残りを，自己の雇用能力，いわゆるエンプ

ロイアビリティに求めるという考え方が台頭したことがある。その結果，個人

のエンプロイアビリティの向上を積極的に企業が支援する代わりに，個人は企

業の目標達成に貢献するという新たな交換関係の必要性が主張されるようになっ

ている（Watemm　ct　a1．，1994）。

　第三に，経営環境変化の中で，戦略的な人材開発を行うことは容易ではない

ことがある。戦略的な人材開発を行う上では，企業の人材開発を担う人材育成

担当者や現場のマネジャー・リーダーが，二一ズと方法，結果に関する合理的

な意思決定を行う必要がある。しかし，このような合理的意思決定は，実際に

は難しいことが指摘されている（Dipboy，1996）・そのため1企業主体よりも，

個人主体の方が適切な人材開発が可能になるという主張がなされるのである。

以上のキャリア自律促進を支持する考え方は，次の仮説へと結ひっく。
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仮説2：キャリア自律を促進する施策を行うことで，人材開発の有効性が高

　　　　まる。

2－3．キャリア自律施策と企業主導の人材開発の相互作用

　キャリア目律促進施策を導入する一方で，従来どおり企業主導の人材開発を

行うことは，人材開発の主体が異なるという対立的な要素があり，企業の意図

どおりの結果を生まない可能牲がある。人材マネジメント論において，個入志

向か企業・集団志向がは，人材マネジメントポリシーに関する重要な憲一母決定

軸であり（S・m㎝f・1a＆P・ip・・1．1988；守島，2001），人材開発施策のあり方を

選択する際の選択軸ともなる（Schu1et＆J且。kson，1987）。また，キャリア論に

おいても，コスモポリンダンやローカルといった類型では，個人と企業が対立

的概念として扱われている。そのため，キャリア自律促進により個人主導の人

材開発を行う一方で，企業主導の人材開発を継続することは，人材開発施策の

内的整合性を損ねる可能性がある。

　施策問の内的整合性とは，施策間に相補的なシナジーがある状態であると本

稿では考える。人材マネジメント論では，相補的な人材マネジメント施策で構

成される人材マネジメントシステムの有効性は高いと考えられており，その実

証も進んでいる（e．g．H・se正d，1995）。このような相補的な施策を構築する上

でのひとっの手がかりは，人材マネジメントポリシーの一貫性である（守島，

1996）。それゆえ，人材開発システムの一貫性を損ねるような施策を同時に実

施することは，人材開発の有効性を低める可能性がある。つまり，キャリア自

律促進と戦略的な人材開発は，人材開発ポリシー上の対立施策であり，同時に

行うことは人材開発の有効性を低めあうと考えることができる。

　これらは，企業において同時に行われることが散見される。依然として多く

の企業での人材開発の中心は，現場でのOJTを通一した仕事経験の蓄積である

にも関わらず，大手企業を中心に，ホワイトカラーに対してキャリア自律施策

を導入する企業があるからである。以上の議論から，次の仮説が導出される。

仮説3：キャリア自律促進施策と戦略的な人材開発を同時に行うことは，負

　　　　の相互作用を生じさせる。
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3．分析

3－1．データ

　本稿での仮説を検証するために，株式会社リクルート　ワークス研究所が実

施した，「W。。k。人材マネジメント調査2003」の質問票調査結果を用いた。同

調査は，2003年6月～7月に，日本企業の人材マネジメントの考え方や動向を

把握することを目的として行われた。質問項目は，人材マネジメントの考え方

や人材マネジメント諸施策の実施状況，企業の現状にわたる。調査対象は，全

国2万社の人事部門責任者および担当者であり，うち1168社から有効な回答

があった（回収率は5．8％）。

3－2．従属変数

　人材マネジメントの有効性を判断する場合，人材のアウトカム（離職率や，

個人・小集団の業績），組織的アウトカム（生産性や品質），会言十・財務アウト

カム（ROIやROA），市場価値（株価・株主価値），という4つのレベルがあ

る（Dyet＆Reev・s，1995）。この4レベルのなかでも，企業の戦略や目標への

貢献を重視した時に最も適当であるとされるのが，従業員の生産性に関する指

標である（Dyer＆R。。ves，1995）。なぜなら，従業員の生産性指標は，人材の

成果に直結するだけでなく，企業の経営成果指標としても重要であるからであ

る。従業員の生産性指標として代表的であるのは従業員一人当り売上高である

（。．g　Guth．i。，2001；Hu。。吋1995）。これを質問票への回答から計算し対数変換

したものを第一の従属変数とした。

　この従業員一人当り売上高には，コスト要素を含まないという問題指摘がな

されている（C纈pp・㎜＆N・um氏200ユ）・仮に従業員の生産性が向上したとし

ても，当該施策の実行コストによって，生産性向上による利益が相殺されてし

まう可能性があるからである。そこで，コスト要素を含む会計指標として従業

員一人当り営業利益を選択し，質問票への回答から計算して対数変換したもの

を，本論における第二の従属変数とした。

3－3．独立変数

3－3－1．戦略的な人材開発
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　キャリア発達段階に関する先行研究では，キャリアの発達段階を，確立期

（キャリア初期に相当）・発展期（キャリア中期に相当）・維持期（キャリア

後期に相当）の3段階に分け，確立期は勤続2年以下，発展期は勤続2年超か

らユO年以下，維持期は勤続ユO年以上であるととするものが多い（・吾Lym・t

・1．，1996）。ところが本稿で用いる質問票調査では，勤続年数ごとではなく，

新人，若手，中堅，管理職という従業員階層毎での人材育成施策調査が行われ

ている。そこで，新入層と若手層を確立期，中堅層を発展期，そして管理層を

維持期に相当すると考え，分析を進めることとした。日本企業において，新人

は入社1年未満，若手は1～数年程度，中堅は数年程度経過して管理職到達前

の人材を指し，管理層は入社およそ十年程度から到達することを考えると，こ

れらの従業員階層で3つのキャリア発達段階を代理することは，一定の納得性

があると思われる。

　次に，各キャリア発達段階での教育訓練施策を示す指標を次の手続きで作成

した。まず，新人・若手・中堅・管理という先述の4階層ごとに，oJT・0f臼

丁・自己啓発・リーダー開発という4つの教育訓練方法に企業が取り組んでい

る程度を，質問票での個々の教育訓練方法の実施状況に関する回答から得点化

した剛。これを標準化したものを，各施策を示す指標として用いることにし㍍

3－3－2、キャリア自律施策

　キャリア自律施策として考えられる施策は多様であるが，本稿ではB・・u・h

＆P．ip。工1（2000）がキャリア自律促進策としてあげた17施策を参考に，質問項

目の中からヰヤリア自律施策を抽出した。選択されたキャリア自律施策は，①

自己申告による教育訓練受講の選択，．②メンタリング1コーチング，③社内ベ

ンチャー制度，④独立・開業支援制度，⑤進路面接，の5施策である。それぞ

れ，導入後うまく行っているを3点，導入済みを2点，導入予定を1点として，

標準化したものをキャリア自律施策指標とした（α＝O．63）。

3－4．統制変数・その他

　統制変数として，類似の研究で用いられることの多い，①業種，②従業員数

（対数変換），③従業員に占める女性比率，という3変数を投入し㍍なお，従属変

数と独立変数に関する記述統計量と相関係数は，図表1に示したとおりである。



図表1 記述統計・相関係数表

十

寺
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4．結果

4－1． 仮説1・2に関する分析結果

　　　図表2　：　仮説1・2に関する重回帰分析結果表

粥榊‡．1完本華，柚1肌水準 、＾110｛水準
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　図表2に，仮説1・2に関連する重回帰分析の結果を示した。新人層・若手

層において有効であると予想したOリTは，一人当り売上高に対する新人層に

ついては予想通りプラスに有意な関係を示したものの，他は有意な関係を示し

ていない。これは。JTが，日本企業を通じて一般的であるが故に，企業間の

アウトカムの違いを説明しない結果かもしれない・これに対して，Of臼丁は予

想した新人・若手層以外にも，多くの階層でプラスに有意な関係を示した。

OfりTは，階層を通じて普遍的なプラメの効果をもっている可能性が示唆され

る。リーダー開発は，予想通り中堅層において2つの従属変数の両方に対して

プラスに有意な関イ系を示したが，管理層については有意な関係を示さなかった。

自己啓発は，どの階層においても有意な関係を示さなかった。このように，一

部の階層で予想に沿った人材育成施策の有効性が示されたため，キャリア発達

段階に応じた人材育成施策の必要性を主張する仮説1は，部分的に支持された

と考えることができるだろう。

　一方，キャリア自律施策は，一人当り営業利益率に対してプラスに有意な関

係を示した。この結果は，キャリア自律施策を行うことは，企業にとって教育

訓練費用の節約につながることを示唆するのかもしれない。人材開発の担い手

が個人に移り，個人が自己の能力開発コストを主に負担することで，企業の教

育訓練費用が抑制できる可能性があるからである。一人当り売上高を従属変数

にした場合も，有意でこそないがプラスの関係を示しており，仮説2について

は，ある程度の支持を示唆する結果が得られたと考えることができるであろう。

4－2．仮説3に関する分析結果

　図表3に，仮説3に関する重回帰分析の結果を示した＝剖。まず注目されるの

が，両従属変数に対して，多くの階層で。JTとキャリア自律施策との問にマ

イナスの相互作用が見られることである。なかでも統書十的に有意であるのは，

」人当り売上高を従属変数にした場合は中堅層への。JTと管理者層への。JT

であり，一人当り営業利益を従属変数とした場合は新人層と若手層へのOJT

施策である。これらの結果は，oJTが企業主体の人材開発であり，これとキャ

リア自律支援策を同時に実行することで，人材開発システム内の整合性が損な

われることを示すものであろう。日本企業の中心的な人材育成施策であるOJT

とキャリア自律施策との問にマイナスの相互作用が見られたことは，キャリア
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自律施策を導入する際に，熟慮と慎重な対応を必要とすることを示唆すると思

われる。

　自己啓発とキャリア自律施策との間の関係も，多くの統書十的な有意性を含む

マイナスの相互作用を示した。自己啓発施策は，本人負担の社外教育に対する

配慮と通信教育によって構成されており，キャリア自律施策と重なる部分が多

い。企業によっては，キャリア自律施策として展開される場合もあるだろう。

その結果，マイナスの相互作用が生じたと考えることができる。

　これらとは異なり，リーダー開発とキャリア自律施策との問には，一貫した

プラスの相互作用がみられた。なかでも，一人当り売上高を従属変数にした場

合の中堅層においては，5％水準での有意なプラスの相互作用を示している。

リーダーには，起業家的な自律性が求められることが多い。そのため，キャリ

ア自律施策とのプラスの相互作用が生じるのかもしれない。中堅層においては，

図表2に見るようにリーダー開発の有効性も高い。次世代リーダー育成の」つ

の鍵は，やはり中堅層にあるのかもしれない。

図表3 仮説3に関する重回帰分析結果表
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　OfリTとキャリア自律施策については，一人当り売上高を従属変数とした若

手層において10％水準でのプラ・スに有意な相互作用が示されたように，キャ

リア初期にプラスの相互作用が多く示された。キャリア初期では，OJTよりも

個人の選択範囲が相対的に大きいOfりTを用いて職務遂行能力を高めること

が，自律性促進との整合性が高いのであろう。その結果，0fりTとキャリア自

律施策との聞にはプラスの相互作用が生じているように思われる。

　以上のように，仮説3に関しては，oJTや自己啓発施策などで仮説を支持す

る負の相互作用が示される一方で，OfりTやリーダー育成施策については仮説

とは逆の正の相互作用が示されるなど，複雑な相互作用を示す結果が示された。

5．研究の含意と課題

　戦略的な人材開発もキャリア自律促進も，それぞれ毎にその有効性が主張さ

れ，本稿の分析でもその有効性を一部支持する結果を得た。しかしながら，両

者の間には，正の相互作用と負の相互作用の双方が存在することも示された点

で，本稿の分析は理論的にも実践的にも意義深いと思われる。両者を上手に組

み合わせることで，人材開発の有効性をより高めることができるが，組み合わ

せを間違うと有効性を低めてしまうことになるのである。特に，日本企業の人

材育成の根幹たる。JTと，キャリア自律との問にマイナスの相互作用が多く

示されたことは，キャリア自律促進策を導入する上での注意を喚起する。OリT

を中心とした人材開発システムをそのままに，キャリア自律施策を導入するこ

とはそれぞれの施策の有効性を損ないかねないことが示唆されるからであ引

　この問題に対して，本稿での分析結果は，2つの人材開発システムの選択を

示唆するように思われる。一つは，OJTを人材開発の中心に据えて，キャリア

自律促進を基本的に行なわないという，従来型日本企業の延長上にあるシステ

ムであ㍍もう一つは・キャリア自律促進を中心に据えて，OfリTやリーダー

開発施策でこれを補っていくというシステムである。いずれにせよ，企業が人

材開発施策を行う際に，人材開発システムの内的な整合性を十分に考慮する必

要性を，本稿の分析結果は示している。

　本稿は，既存の調査結果を活用して仮説を検証する制約の中で分析を行なっ

たため，限界も多い。なかでも大きな限界は，人材開発施策と組織のアウトカ
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ムとの間の因果経路に関して十分に検証できていない点である。また，独立変

数の操作化に当っても，調査した質問項目の中から選択するという制約が生じ

た。これらの限界を超えるために，本稿の問題意識をもとにした，新たな質問

票調査が望まれる。その中で，人材開発以外の施策との相互作用に関する研究

の発展も期待したい。

6．結論

　本稿では，キャリアを通じた人材開発に注目し，戦略的な人材開発とキャリ

ア自律施策という対立する人材開発施策間の相互作用について，質問票調査を

もとに検証した。分析結果は，戦略的な人材開発とキャリア自律施策それぞれ

の有効性をある程度示唆する一方，両者間には負の相互作用と正の相互作用の

両方があることが示された。この結果は，キャリア自律施策を導入する企業は，

既存の人材開発施策との整合性や人材開発システムの一貫性に十分な注意を払

う必要があることを示唆している。キャリア自律促進や，戦略的な人材開発の

みならず，施策単独の有効性を主張する議論は多いが，研究上も実践上も，施

策間の相互作用や整合性に従来以上の関心を払う必要があると思われ乱
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